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昭和堪8年度の海外関係業務をふりかえって

地質調査所における海外関係業務としては海外地質

調査協力室で行なっている業務資料室および標本室が

行なっている資料交換恋らびに各研究部課における

研究成果の交換などがありここでは当室で行なってい

る業務をふりかえってみたい.

発展途上国に対する技術協力の重要性カミ最近とみに

国の内外から強調されている情勢に対赤し当室として

は地質調査所のこれら業務の窓口としてその活動範囲

の拡大ならびに充実につとめてきた.当室は各研究部

課の協力のもとに発展途上国に対する専門家の派遣

国際機関との協力国内の関係機関との協力ならびに集

団および個別研修などを行なっている.毎年開かれる

2つの集団研修コｰスは第7回を終了しこの間に受入

れた研修員は140名以上に達しそれらの国々はアジ

ア中近東アフリカおよび南米などの28カ国におよん

でいる.各国に派遣されている専門家の実績ならびに

受入れた協同研究員および研修員により当所に対する

各国関係機関の認識を高める結果となり先進国の研究

者との協同研究の実施関係機関の要人の来所専門家

の派遣要請研修参加者希望の増加および国際会議への

積極的な参加要請がますます増大の傾向を示している.

研究協力の国際的要請に床じて工業技術院所属の試

験研究所を中心として昭和48年度から国際産業技術研

究事業を実施することが認められ昭和48年度から工業

技術院に国際研究協力官室が新設された.当所てばこ

海外地質調査協力室

れにより従来行なっていた海外活動がより一層推進拡

大されるようになった.

当室では4半期毎に海外地質朗報を印刷し業務内容

専門家からの報告および海外ニュｰスなどを取まとめ

て関係方面に参考資料として配布している.

1.在外研究･協同研究

本年度は科学技術庁の長期在外研究員として鉱床部佐

藤壮郎技官パｰトギャランティ研究員として鉱床部小

出仁技官カミ選ばれた1この他に協同研究者として地質

部河内洋佑技官物理探査部長谷川功技官技術部柴田

賢技官倉沢一技官および大野正一技官等カミ海外に出張

した.

佐藤壮郎技官はプレカンブリアン層状鉱床の研究のた

めカナダ地質調査所に昭和49年3月1目から1か年の

予定で出張した.小出仁技官は岩石の高温高圧下にお

ける実験研究のためニュｰヨｰク市立大学に昭和48年

9月29目から8ヵ月の予定で出張した.河内洋佑技官

は電子線マイクロアナライザｰによる変成岩研究のため

ニュｰジｰランドのオタゴ大学に招へい研究員として

昭和49年1月3目から2ヵ年の予定で出張した.

長谷川功技官はカリフォルニア大学スクリップス海洋

研究所の海洋調査船によるフィリピン海盆の海洋地質

調査協同研究に参加するため昭和48年9月13日永ら10

月14目までの間出張した.

沿海探査集団研修終了記念写真
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海外との交流

(44.4.1～49.3.31)
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国際会議出席

TIT,受託出張抵ど

柴田賢技官は名古屋大学の行なったアフリカ大地溝帯

学術調査隊の一員として昭和48年7月19目から9月28

目の間ケニアウガンダおよびタンザニアに出張した.

倉沢一および大野正一両技官は目･米･ニュｰジｰ

ランド3カ国による南極大陸｢ドライバレｰ掘削計画｣

(DVDP)に参加するため大野技官は昭和48年10月10

目から12月26目の間倉沢技官は昭和48年12月10目から

昭和49年2月27目の問いずれも南極圏マクマｰド基地に

出張した.

2.国際研究協力

昭和48年度から新しく発足した国際研究協力事業の一

環として当所では｢東南アジア地域地質構造の研究｣

を行なうことに板った.

この研究は東南アジア地域における広域物理探査結

果のデｰタ処理による地下構造の決定狂らびにそれら

の編集と総合解釈による広域の地質単位における地質構

造とその発展史の解明を行なう一方デｰタ処理技術の

発展途上国研究機関への移転をはかるものである.初

年度としてインドネシア地質調査所と同国とくにジャ

ワの重力のデｰタ処理と解釈に関する研究を行狂うこと

となり燃料部佐藤良昭技官および物理探査部長谷川博

技官が現地に出張した.フェロｰ研究員としてインド

ネシア地質調査所物探研究課長MohamadUntmg民カミ

昭和49年1月28目から45日間共同研究のため来所した.

3｡海外研修員などの受入れ

国際研究協力事業としての集団研修とこの他に個別

研修および先進国からの協同研究員の受入れなどがある.

集団研修は沿海鉱物資源探査および地下水開

発の2つのコｰスでいずれも今年度で第7回を終了し

た1

沿海鉱物資源探査集団研修コｰスは11ヵ国から12名の

研修員を受入れ昭和48年5月7目から12月17目までの

間開催されその間に小松における空中磁気探査駿河

湾における船上実習などを行った.

地下水開発集団研修コｰスは11ヵ国から11名を受入れ

昭和48年8月1蝸から12月17目までの間開催されその

間に常磐地区で地下水開発のための電気探査さく井

揚水テストなどの一貫した実習を行校った.

個別研修としては岩石物性の研究変成岩の

研究および海上物理探査の研究で各1名をそれぞれ燃�
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派遣専門家および在外研究員

氏省

所属1目的および渡航先機関1期間

加藤甲壬技術部摩辮ラビア鉱物資源局146｡｡3臨

桑形久夫

･1･1461.1･舵

藤井紀之鉱床部1

･1461.1･㌫

工

平山次郎地質部1

･1481.li撫

高橋

清技術部牒辮鰯麟セ災146｡｡310轟

･番場猛夫斐海辮鷲姦物調査開発研究所146｡｡511気

河田清雄地質部1

･1461.1･鵠

△太田

良平1■･1461.1･｡㌻

○高島

清鉱床部1･1481.1･㌫

経費負担先

サウジアラビ

ア政府

〃

〃

国連ユネスコ

海'外技術1協涜

望業国

〃

〃

沢村孝之助地質部俸鰐聖㏄｡｡事務局148｡｡3.1ヨ

〃

陶山淳治物深部1雪野警鱗篶

1488;7司

駒井二郎

･1･14812｡｡5易

④丸山

修司地質部i･149･3･｡1品1

竹田英夫鉱床都摩鱗簸資源審議会148.12｡射

△

小川克郎

物深部

△

白波瀬輝夫

技術部

△寺岡

易同地質部

○小出

仁鉱床部

佐藤壮郎

航蚕機砥る'物褒探査デニ

タの処理に関する研究

カナダ地質調査所

火成岩の同位体地球化学の

研究

オｰストラリア国立大学

中丁新垂代'の層序お王び薙

積学の研究

西独地質調査所

高祖高圧下の岩看あ衷験研

究

二{二三■ク市幸木学_.

フレカ/フリァノ層状鉱床

の研究

カ.tダ地質調査夏し._

○

④

河内洋佑

4791～

����

47.10,21～

��㈮㈲

48.1.26～

��㈵

48.9.29～

����

49.3.1～

����

柴田

科学技術庁

長留期学

地質部1塁p燐揺変成岩の研149｡｡113三1

賢1技術部彦術鷲ザζ手アウカ｢48719墓1

長谷川勃!

物深部贋粥興癬灘)1489｡糊

④大野

正一技術部

ドライバレｰ調査研究

南極マクマｰド基地

48.10,10～

���

④1倉沢

一･1･148｡;2膓

④陶山

淳治物探部

臨享繕議開発利用

アメリカ

49.3.10～

�㈴

科学技術庁

バｰト西独

政府

科学技術庁

バｰトニモ

ｰヨｰク大学

科学技術庁

長期留学

オタゴ大学

名古屋大学

東京大学

国立科学博物

館極地研究セ

ンタｰ

[文部省

目本産業技術

振興協会

④駒井

二1･鮮壕探技術指導148610墓1外国受託

1藤井敬三

燃料部繍華ソア149･1･経国受託

1嶋崎吉彦1鉱床峨拳雫鰐タイ

1491鵜外国受託

48年度中に

派遣中出発(○印)または帰国(△印)

料部地質部および物理探査部で受入れた.この他に

短期間のものとして金属鉱業事業団が海外で行なって

いる資源開発基礎調査に伴なう技術研修計画の一部とし

てインドネシアヘノレｰフイリピンビノレマおよび

エチオピアから各2名を受入れた.

以上の他にわが国で実施されている当所業務と関連の

ある集団研修コｰスとしては建設省建築研究所国際地

震工業センタｰの地震工学九州大学と九州電力の地熱

開発目本鉱業協会の鉱業技術校とがあり当所からそ

れぞれのコｰスに講師が派遣されている,

沿海鉱物資源探査集団研修(4815.7～48.12.17)

国籍�氏名�所属

ブラシノレ�F趾NcエscoRAJAG畑AGLIムT0LED0�鉱山エネルギｰ

��省

ビルマ�UM且UNGMAUNGOo�石油公社

インドネシア�AB1｣ULMUINHARA亘Ap�地質調査所

〃�SUTIsNASUKARDI�〃

カンボジア�SA0D州A�産業省

韓国�JoUNGYULCHUNG�ソウル国立大学

ナイジェリア�SA鵬0NAUGUsTINEA田朋E0K亘ムI�鉱山勘カ省

ペノレｰ�ELMEREvANG肌工sTASANcH肋�国立工科大学

フィリピン�CAR0LS.SAM0NTE�鉱山局

サウジアラビア�HAMEDBEDAIwI�石油鉱物資源省

タイ�ANANPHUNsムN0NG�地質調査所

トルコ�M醐MENTMUH畑REMCETE�鉱物調査開発研

��究所

�■■�

ソウル国立大学

石油鉱物資源省

鉱物調査開発研

地下水開発集団研修(48.8.19～48.12.17)

国籍�氏名�所属

アフガニスタン�G亘ULAMMoHAIUDDINBAsHムR皿AL�水土じょう調査

��局

バングラデシュ�SYEDABULHossムIN�地下水開発局

エジプト�S0BHYNAGUIBBoUL0竃�灌概省

エチオピア�TEw0LDES0L0M0N�国立水資源委員

��合

印.度�SYA皿APR且sADSIN肌良岨�農薬省

インドネシア�RocH班AT�公益電力省

イラン�PARYI竃G且AYAMI�水動力省

イラク�ABD1〕LA刎田AHMEDY01〕sI亙�北方省北方開発

��局

フィリピン�ERNEsT0LLAsUs�地下水開発委員

��会

スリランカ�H㎜ATHKU肚趾ANANDAWIcKR一�灌概･動力･道

�AMAEムTNA�路省

タイ�TINNAK0ENPATTAN0丁亘AI�厚生省

水土じょう調査

国立水資源委員

北方省北方開発

地下水開発委員

道

個別研修(48.4.1～49.3.31)

国籍1�氏名1�研修項目｣�期間�備考

エジプト�M.I.�岩石物性の研究�48.4.15～�地震工業センタ

�SAYEDAH巫AD��48.8.14�一集団研修景

ニユｰジ�R.GEAPEs�変成岩の研究�48.11.15～�北海道大学留学

ランド���48.12.14�生

フイリピ�C.SA皿｡N肥�海上物理探査�48.12.21～�沿海探査集団研

ン���49.1.17�修員

�(他にごく短期研修員10名)���

(他にごく短期研修員10名)

4.専門家派遣

派遣されている専門家は国連の要請コロンボ計画等

により日本政府が海外技術協力事業団(OTCA)を通じ

て実施している技術協力およびサウジアラビア政府の

要請による技術協力などでいずれも発展途上国におい

て地下資源開発のための調査研究に従事している.

国連の要請による専門家として昭和46年3月以来引続

いて派遣されている地球化学課高橋技官は1970年にユ

ネスコの援助によりサウジアラビアのジエダに創設され

た応用地質学センタｰにユネスコから派遣された専門�
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家として初期の段階から赴任しており

研究の指導に当っている.

地球化学的調査

日本政府の行なう技術協ヵによる専門家が1年以

上の長期にわたり派遣されている機関としてはトル

コ鉱物調査開発研究所(MTA)サウジアラビア鉱物資

源局(DGMR)エカフェ沿海鉱物資源共同探査調整委

員会(CCOP)事務局およびメキシコ天然資源審議会

などである.

サウジアラビア政府の経費によりジエダにある鉱物資

源局に派遣されている専門家は昭和38年9月の第1次

調査団カミ派遣されて以来1年6ヵ月を期限として現在

派遣中の第6次調査団までの間にその敷延36名に達した.

派遣専門家は各地において鉱物資源開発のための調査

に従事しており調査団の規模は第4次の7名を最高と

し順次縮少され第6次は4名で編成された.

トルコのアンカラにある鉱物調査開発研究所(MTA)

には昭和41年7月にはじめて当所から炭閏探査の専門

家がトルコ政府の経費により派遣された.その後引続

いて日本政府の中近東援助計画により金属鉱床探査の専

門家が派遣されその数は現在までに当所から7名業

界から3名に達しいずれもトノレコ国内の銅鉱床探査に

従事し同国の銅鉱床開発に貴重な資料を提供している.

バンコクにあるエカフェアジア沿海鉱物資源共同探

査調整委員会(CCOP)事務局に技術顧問として創設

当初の昭和42年から現在まで引続いて当所から4名の専

門家カミ派遣され域内国の沿海鉱物資源探査の発展に寄

与している.

メキシコ政府の天然資源審議会の探査活動に対し技術

指導を行なうため鉱床部竹岡技官は昭和48年12月!2目

から2カ年の予定で派遣された.

短期の専門家としてフィリピンの沿海鉱物資源探査の

技術指導のため同国鉱山局に陶山物理探査部長(昭和

48年8月27目から9月5日)物理探査部駒井二郎技官

(昭和48年12月5日から12月24目)および地質部丸山

修司技官(昭和49年3月1目から3月30目)が派遣され

た.

5.国際会議

この種会議は最近ますます増加の傾向を示し当所職

員のそれら会議への参加ならびに事務局をつとめること

が多くなってきた.

エカフェCCO正/I皿0皿プロジェクト計画会議

CCOPの基礎的広域プロジェクトとして“東アジアお

よび東南アジアにおける地質構造の発達とその金属鉱床

ならびに炭化水素鉱床との関係"についての研究が取り

上げられ国際海洋調査10年計画(IDOE)の一部として

このプロジェクトを促進するため昭和48年4月12目か

ら14目までの間計画会議カミ東京で開催された1会議に

はインドネシア韓国マレｰシアなどCCOP加盟国

のプロジェクト代表およびIDOE事務局米国地質

調査所ユネスコCCOPプロジェクトマネジャｰおよ

び顧問など関係者と日本から関係の官学業界から

参加し当所カミその事務局をつとめた.

エカフェ特別会合

東京で開催されているエカフェ総会に出席している各

国政府代表にCCOPの現状と活動を十分に認識させる

ため昭和48年4月12目から16目の間開催された.会

合には日本インドネシア韓国マレｰシアのCCOP

常任代表およびエカフェ総会に参加している代表団の関

係者カ拙席しCCOPプロジェクト･マネジャｰC.Y.

Li博士カミ総会に報告を行たった.

第2回南太平洋地域沿海鉱物資源共同探査調整委

員会(CCOP/SOPAC)

トンガ王国のヌクアロファで昭和48年8月29目から

9月6目の聞開催され英領ソロモン群島クック諸島

フイジイニュｰジｰランドトンガなどの加盟国代表

目･英･米･仏･西独･濠の技術顧問匁らびに国連開発

議計画(UNDP)の代表約20名が参加した､日本からの

蝿騒技術顧間として当所佐野海外室長カミこれに参加した･

･“繊

第10回アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP)

韓国マレｰシアフイリヒンシンガポｰル

地下水探査のため電気探査実習中の研修員(地下水開発コｰス)�
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ベトナムおよびタイ)代表目･濠･仏･西独･水およ

び英の技術顧問な､らびにユネスコ校ど国連機関の代表

を含め約70名が参加した.･日本からは政府代表として

当所佐野海外室長他5名が参加し事務局員として当

所から派遣中の沢村技官も参加した.

東アジアおよび東南アジアにおける鉱床生成･炭化水素およ

び地質構造パタｰンについてのInO廻(国際海洋調査10年計

画)会合

CCOPおよび政府間海洋学委員会(IOC)の共催によ

りタイのバンコクで昭和48年9月22目から29目の間開

催され濠･仏･西独･インドネシア･イスラエル･日

本･韓国･マレｰシア･フィリピン･シンガポｰノレ･タ

イ･菜および米から約90名の科学者が参加した.日本

からはCCOPおよびユネスコの招請により当所石原舜

三技官を含む4名カミ参加した.

第2回アジア極東地質構造図譜間グルｰプ会合

エカフェユネスコおよび世界地質図委員会の共催に

よりマレｰシアのクアラルンプｰノレで昭和48年10月1

日から3日の間開催され日本ソ連ビルマインド

マレｰシアクメｰルイランベトナムおよび韓国な

ど14カ国から29名カミ参加した.日本からはユネスコの

招請により当所地質部広川技官が参加し韓国およびフ

ィリピンまでの諸島弧の調整責任者として引続き国内で

の作業も進めている.

地隷エネルギｰ開発国際協力計画会議

北大酉洋条約機構(NATO)の近代社会へのチャレン

ジ委員会の主催によりアメリカのカリフォルニアおよ

びメキシコで昭相48年10月1目から10月5目の間開催さ

れカナダ･西独･フランス･アイスランド･イタリア

･ポルトガル･トノレコおよび米のNATO加盟国なら

びに目･メキシコおよびニュｰジｰランドなどから43名

の代表が参加した.日本からは当所物理探査部馬場課

長が参加した.

第9回エカフェ地質および鉱物資源開発地域会議

この会議は従来同時に開催されていた鉱物資源開発小

委員会と地質専門家作業部会が発展解消したものでマ

レｰシアのクアラルンプｰルで昭和48年10月4目から

15目の間開催された.政府代表代理として鉱床部嶋崎

課長がこれに参加した.

第7回国連アジア極東地図会議

外務省国際会議場において昭和48年10月15目から27目

の間開催され39カ国から約160名が参名し当所から

は松野応用地質部長および佐野海外室長が参加した.

以上の他に当所として大きく寄与した国際協力事業と

してはエカフェ鉱物資源開発センタｰの設立CCOP

調査団の受入れおよび環太平洋エネルギｰ鉱物資源会

議の準備などカミある.

エカフェ鉱物資源開発センタｰは域内国の鉱物資源開発

における専門家による諮問サｰビスや鉱物資源関連情報

の整備･解析および普及祖とを中心とし10名程度の専

門家によりその事業を行なう予定になっている.とり

あえず昭和48年11月にバンコクのエカフェ事務局内に設

立され近くインドネシアのバンドンに移り内容が充

実だし段階でどこに設立するかが決定される.わが国

はこのセンタｰの設立に当初から積極的に協力する方針

でセンタｰ設立のための高級専門家調査団に当所嶋崎

課長が参加し日本政府の技術協力計画によりセンタｰ

の責任者および専門家を派遣することになっている.

CCO足調査団はCCOP加盟国の高級職員が域内各国

の石油および海底鉱物資源の探査開発状況を視察しそ

れぞれの専門家と討論するために計画され昭和48年11

月15目に韓国に集合し韓国･日本･インドネシア･シ

ンガポｰノレ･マレｰシアおよびタイを巡回後12月12目

にバンコクで解散した.この間昭和48年11月18目か

ら23目の間わカミ国を訪問し韓国･フィリピン･インド

ネシア･シンガポｰノレ･マレｰシア･ベトナムおよびタ

イならびにCCOPプロジェクト･マネジャｰおよび顧

問の11名が参加しており当所がこれらの受入れを行な

った.

環太平洋エネルギｰ鉱物資源会議は米国石油地質学会

エカフェ･アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CC

OP)および太平洋学術協会の共催でハワイのホノルノレ

で昭和49年8月26目から30目の間開催される予定にたっ

ている.会議の目的は太平洋沿岸諸国の陸海域におけ

るエネルギｰおよび鉱物資源の現状ならびに将来の利用

可能性について検討しこれら資源の探査の発展を促進

し環境との嗣和をはかることである.対象とする資

源は石油および天然ガス油母頁岩タｰルサンドお

よび石炭地熱および太陽エネルギｰ核エネノレギｰ

金属鉱物およよび地下水である.当所小林所長は北

西パシフィック小委員会の担当副議長に指名され当所

カミ事務局の役割をつとめ関係国内機関の協力のもとに

域内各国と接捗を行ない会議の準備にあたっている,�


